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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第135期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第136期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第135期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（百万円） 40,525 32,372 150,186

経常利益（百万円） 2,240 1,149 3,623

四半期（当期）純利益（百万円） 1,248 610 1,927

純資産額（百万円） 117,547 114,901 115,165

総資産額（百万円） 189,372 178,242 176,748

１株当たり純資産額（円） 803.08 785.09 786.89

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
8.53 4.17 13.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 62.1 64.5 65.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,240 3,633 9,852

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△512 △470 △3,724

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,849 △1,657 △2,112

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
27,858 31,500 29,995

従業員数（人） 5,235 5,091 5,195
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

(1）連結会社の状況

（注） 従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

（注） 従業員数は就業人員であります。

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 5,091

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 4,642
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(1）生産実績

当第１四半期連結会計期間の生産実績を製品部門別に示すと、次のとおりであります。

（注）１ 金額は販売価格によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当社グループは見込み生産を主体としておりますので、受注状況の記載は省略しております。

(3）販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績を製品部門別に示すと、次のとおりであります。

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

製品部門別
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

厨房機器（百万円） 12,366 △20.5

洗面機器（百万円） 2,985 △18.8

浴槽機器（百万円） 4,440 △9.0

燃焼機器（百万円） 436 △4.4

その他（百万円） 1,260 △19.7

合計（百万円） 21,490 △17.8

製品部門別
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

厨房機器（百万円） 18,448 △23.4

洗面機器（百万円） 3,144 △31.6

浴槽機器（百万円） 8,040 △8.1

燃焼機器（百万円） 704 △5.7

その他（百万円） 2,034 △13.0

合計（百万円） 32,372 △20.1

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機により昨秋以降急速に悪化した景気に底打

ちの兆しは見られるものの、企業業績の大幅な悪化、設備投資の減少、雇用環境の悪化など、依然として厳しい状

況が続いております。

住宅市場におきましても、景気悪化の影響による厳しい雇用・所得環境に加えて、新設住宅着工戸数が前年と比

較して大幅に減少し、また、リフォームにおきましても同様に盛り上がりを欠く状況にて推移いたしました。その

結果、厳しい価格競争や不動産市況の悪化など、住宅設備機器業界を取り巻く環境は大変厳しい状況が続きまし

た。

このような状況の下、当社グループは新築需要・リフォーム需要の獲得による売上確保を図るべく、当社独自の

ホーロー技術を生かした商品開発を積極的に推し進めてまいりましたが、分譲マンション市場の低迷の影響が大き

く、当第１四半期連結会計期間における業績は、売上高323億７千２百万円（前年同四半期比20.1％減）、営業利

益９億６千５百万円（前年同四半期比52.5％減）、経常利益11億４千９百万円（前年同四半期比48.7％減）、四半

期純利益６億１千万円（前年同四半期比51.1％減）となりました。

部門別の状況は次のとおりであります。

a 厨房部門

厨房部門では、リフォームを対象としたカンタン取替ホーローシステムキッチン「エマーユフラット」をは

じめとするフラットシリーズが台数を伸ばし、また新発売の木製システムキッチンシリーズが好調に推移いた

しましたが、集合住宅向けキッチンが減少し、売上高は184億４千８百万円（前年同四半期比23.4％減）となっ

ております。

b 洗面部門

洗面部門では、高級クラスのホーロー洗面化粧台「エリーナ」と、新発売の木製洗面化粧台「サニティ」・

「ウイット」が販売台数を伸ばしましたが、マンション物件の低迷により、売上高は31億４千４百万円（前年

同四半期比31.6％減）となっております。

c 浴槽部門

浴槽部門では、アクリル系人造大理石浴槽「レラージュ」と、新発売の半身浴槽「インペリオ」・「ルー

ノ」が販売台数を伸ばし、「ぴったりサイズ」も順調に推移いたしましたが、厳しい市場環境の中、売上高は

80億４千万円（前年同四半期比8.1％減）となっております。

d 燃焼部門

燃焼部門では、システムバスとのセット販売を推進し、セット率は向上いたしましたが、システムバス販売

数減少の影響を受け、売上高は７億４百万円（前年同四半期比5.7％減）となっております。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ15億５百万円増加し、315億円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、36億３千３百万円（前年同四半期は42億４千万円の増加）となりました。当第１

四半期連結会計期間における主な内訳は、税金等調整前四半期純利益10億８千３百万円、減価償却費８億４千８百

万円、売上債権の減少５億６千万円、たな卸資産の減少６億９千９百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の支出は、４億７千万円（前年同四半期は５億１千２百万円の支出）となりました。当第１

四半期連結会計期間における支出は、主に有形固定資産の取得及びソフトウェアなどの無形固定資産の取得による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動の資金の支出は、配当金の支払などにより、16億５千７百万円（前

年同四半期は18億４千９百万円の支出）となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間において支出した研究開発費の総額は、２億４千４百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

①経営成績に重要な影響を与える要因

a 業界動向及び競合等について

当社グループの主要事業である住宅設備機器市場は、これからも成長が見込まれる有望な市場であるとい

う基本認識をもっておりますが、新設住宅着工戸数や持家着工数、リフォーム需要が著しく減少した場合、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループはホーローを素材としたトップメーカーとして、「高品位ホーロー」を武器に、厨

房、浴槽、洗面分野を中心に事業展開しておりますが、企業間競争はますます激化しており、今後の動向次

第では当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

b 資材・原材料価格について

当社グループは製造コストの徹底的削減によるコスト競争力の強化に取り組んでおり、毎年大きな成果を

あげております。しかしながら、市況の変動により原材料価格が高騰した場合、市場の動向次第では当社グ

ループの業績に影響を及ぼすことも考えられます。

c 製品・施工・アフターサービスについて

当社グループは、施工・アフターサービスを含めた製品の安全性を重視し、品質には万全を期しておりま

す。しかしながら、将来にわたり重大な事故がなく、リコール等が発生しないという保証はありません。万

一、製品・施工・アフターサービスにおいて、重大な事故が発生した場合、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

②経営戦略の現状と見通し

「(1) 業績の状況」に記載のとおりであります。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

「(2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。
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(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

該当事項はありません。

該当事項はありません。

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 147,874,388 同左

大阪証券取引所

（市場第一部）

東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

1,000株であります。

計 147,874,388 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 147,874 － 26,356 － 30,719

（５）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式65株が含まれております。

②【自己株式等】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

（６）【議決権の状況】

平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

1,519,000

－
権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

146,017,000
146,017 同上

単元未満株式
普通株式

338,388
－ １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 147,874,388 － －

総株主の議決権 － 146,017 －

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

タカラスタンダード株式会社

大阪市城東区鴫野東

１丁目２番１号
1,519,000 － 1,519,000 1.03

計 － 1,519,000 － 1,519,000 1.03

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円） 602 582 580

最低（円） 540 540 536

３【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

２ 監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、近畿第一監査法人による四半期レビューを受けております。

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 31,500 29,995

受取手形及び売掛金 40,580 41,138

商品及び製品 8,341 8,967

仕掛品 1,193 1,138

原材料及び貯蔵品 2,020 2,147

その他 4,054 3,211

貸倒引当金 △312 △197

流動資産合計 87,377 86,401

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※  29,345 ※  29,341

土地 35,993 35,993

その他（純額） ※  6,892 ※  7,568

有形固定資産合計 72,231 72,903

無形固定資産 1,562 1,351

投資その他の資産

投資有価証券 10,098 8,176

その他 6,982 7,923

貸倒引当金 △11 △7

投資その他の資産合計 17,070 16,092

固定資産合計 90,864 90,347

資産合計 178,242 176,748
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 23,193 23,280

短期借入金 9,900 9,900

コマーシャル・ペーパー 1,000 1,000

1年内返済予定の長期借入金 6,400 6,400

未払法人税等 655 645

その他 8,700 7,089

流動負債合計 49,848 48,314

固定負債

退職給付引当金 11,876 11,670

役員退職慰労引当金 636 623

その他 979 975

固定負債合計 13,492 13,268

負債合計 63,340 61,583

純資産の部

株主資本

資本金 26,356 26,356

資本剰余金 30,736 30,736

利益剰余金 55,182 56,474

自己株式 △880 △879

株主資本合計 111,395 112,688

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,147 1,118

土地再評価差額金 1,357 1,357

評価・換算差額等合計 3,505 2,476

純資産合計 114,901 115,165

負債純資産合計 178,242 176,748
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

売上高 40,525 32,372

売上原価 26,967 21,140

売上総利益 13,558 11,232

販売費及び一般管理費 ※  11,525 ※  10,266

営業利益 2,032 965

営業外収益

受取利息 35 30

受取配当金 135 108

債権受取収益 100 128

その他 63 49

営業外収益合計 335 315

営業外費用

支払利息 40 33

その他 85 98

営業外費用合計 126 131

経常利益 2,240 1,149

特別利益 － －

特別損失

固定資産除却損 51 65

特別損失合計 51 65

税金等調整前四半期純利益 2,189 1,083

法人税、住民税及び事業税 1,054 608

法人税等調整額 △113 △135

法人税等合計 940 473

四半期純利益 1,248 610
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,189 1,083

減価償却費 1,104 848

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 119

退職給付引当金の増減額（△は減少） 155 205

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 13

受取利息及び受取配当金 △171 △138

支払利息 40 33

有形固定資産除却損 51 65

売上債権の増減額（△は増加） △1,953 560

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,861 699

仕入債務の増減額（△は減少） △414 △507

その他 1,717 1,186

小計 4,591 4,171

利息及び配当金の受取額 171 138

利息の支払額 △60 △17

法人税等の支払額 △462 △658

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,240 3,633

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △5 △208

有形固定資産の取得による支出 △337 △133

無形固定資産の取得による支出 △216 △196

貸付けによる支出 － △22

貸付金の回収による収入 58 84

その他 △11 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △512 △470

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,800 －

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 1,000 －

社債の償還による支出 △5,000 －

自己株式の取得による支出 △2 △0

配当金の支払額 △1,647 △1,656

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,849 △1,657

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,878 1,505

現金及び現金同等物の期首残高 25,980 29,995

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  27,858 ※  31,500
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

有形固定資産

当社及び連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、

建物は定額法、建物以外の有形固定資産については定率法によっておりま

したが、当第１四半期連結会計期間より、建物以外の有形固定資産につい

ても定額法に変更しております。

この変更は、平成19年度、20年度の税制改正に伴う、一連の減価償却制

度の見直しを契機に、建物以外の有形固定資産の減価償却方法について検

討した結果、費用収益のより適切な対応を図るために実施したものであり

ます。

この変更により、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は

それぞれ140百万円増加しております。

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※ 有形固定資産の減価償却累計額 85,073百万円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 84,632百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料賃金 3,641百万円

退職給付引当金繰入額 276

役員退職慰労引当金繰入額 7

貸倒引当金繰入額 1

給料賃金 3,480百万円

退職給付引当金繰入額 275

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 27,858

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 27,858

（百万円）

現金及び預金勘定 31,500

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 31,500
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日）

１ 発行済株式の種類及び総数

２ 自己株式の種類及び株式数

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

配当金支払額

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）

「住宅設備関連事業」の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の

合計に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

なお、事業の種類別セグメントに関連して記載する生産実績や販売実績などの項目については、生産品目を

「厨房機器」「洗面機器」「浴槽機器」「燃焼機器」「その他」の５部門に分類して記載しております。

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）

本邦以外の国又は地域には連結子会社がないため、該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（株主資本等関係）

普通株式 千株147,874

普通株式 千株1,520

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,902 13.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額

２ １株当たり四半期純利益金額等

（注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 785.09円 １株当たり純資産額 786.89円

前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日

至 平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 円8.53 １株当たり四半期純利益金額 円4.17

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

四半期純利益（百万円） 1,248 610

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,248  610

期中平均株式数（千株） 146,372 146,354

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成20年８月７日

タカラスタンダード株式会社

取締役会 御中

近畿第一監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 寺 井 清 明 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 宏 範 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカラスタン

ダード株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカラスタンダード株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注） １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成21年８月６日

タカラスタンダード株式会社

取締役会 御中

近畿第一監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 宏 範 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 岡 野 芳 郎 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタカラスタン

ダード株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タカラスタンダード株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更の会計処理基準に関する事項の変更に記載のとおり、

会社は有形固定資産の減価償却方法について、従来、建物は定額法、建物以外の有形固定資産については定率法によって

いたが、当第１四半期連結会計期間より、建物以外の有形固定資産についても定額法に変更している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注） １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。




